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【基幹事業との関連性】

【事業概要】

(1)耐震型防火水槽（40ｔ級）設置 7 基

　 消火栓設置 28 箇所

(2)事業期間 平成28年度～平成31年度

(3)平成30年度までの事業内容

＜平成28年度＞

①耐震型防火水槽 5 基 × 6,300 千円 ＝ 31,500千円

②消火栓 20 基 × 600 千円 ＝ 12,000千円

合計 43,500千円

＜平成29年度＞

①耐震型防火水槽 1 基 × 6,400 千円 ＝ 6,400千円

②消火栓 5 基 × 601 千円 ＝ 3,005千円

合計 9,405千円

＜平成30年度＞

①耐震型防火水槽 1 基 × 6,400 千円 ＝ 6,400千円

(4)平成31年度事業（申請額）

①消火栓 3 基 × 612 千円 ＝ 1,836千円

【全体事業費】

平成30年度迄実施

平成31年度

合計

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、
全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

61,141千円

59,305千円

1,836千円

全体事業費 　61,141千円

　閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業区域においては、平成26年度より工事に着手
し、平成27年10月から宅地の引き渡しを順次行っている。また、災害公営住宅について
も、平成28年6月から入居が始まり、平成30年12月に最後の災害公営住宅が完成したとこ
ろである。
　これらに併せて、地区内に居住する住民の安全・安心のため消防水利基準に基づき耐震
型防火水槽（40ｔ級）7基及び消火栓28基を地区内に設置すべく係る事業費を申請するも
の。

　市街地整備には必要不可欠な本事業を実施することで、基幹事業である閖上地区被災市
街地復興土地区画整理事業の推進が図られる。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

細要素事業名 閖上地区被災市街地復興土地区画整理事業区域内消防水利整備事業


